
第 5回 吉野川シナダレスズメガヤ対策検討委員会 議事次第 

 
日時：平成 18年 2月 20日(月) 13：00～15：30 
場所：ホテル千秋閣 ７階 鶴の間 
司会：（財）リバーフロント整備センター 

 
 
１． 開会 13：00～ 

(1) 開会の挨拶（徳島河川国道事務所長 石川 浩） 

２． 議 事 13：05～ 

（1） 第 4回検討委員会の主な意見とその対応 

（2） シナダレスズメガヤ定着特性に関する調査結果について 

・洪水による自然営力で定着しにくい場の検討 

・シナダレスズメガヤの侵入可能性の分析 

・シナダレスズメガヤ定着可能性が高い場所の抽出 等 

（3） ヤナギ伐採試験・モニタリング結果について 

（4） 吉野川シナダレスズメガヤ対策（案）について 

（5） 意見交換 

（6） その他 

３． 閉会 15：30 

(1) 閉会の挨拶（徳島河川国道事務所長 石川 浩） 

 
 
【配付資料】 

・ 資料 1 第 4 回検討委員会の主な意見とその対応 

・ 資料 2 シナダレスズメガヤ定着特性に関する調査結果 

・ 資料 3 ヤナギ伐採試験・モニタリング結果 
・ 資料 4 吉野川シナダレスズメガヤ対策（案） 
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◆これまでの委員会での検討事項 

 

 

 本委員会は、シナダレスズメガヤの駆除対策に関する基本的な方針の立案を目的として、

平成 16 年 1 月に設立し、本日の委員会（平成 18 年 2 月 20 日)をもって 5 回を開催すること

になる。以下に、これまで開催された委員会の検討事項をフロー図で示す。 

 

 

第１回 

(H16.1.15 開催) 

 

 

 

 

第 2回 

(H16.3.5 開催) 

 

 

 

第 3回 

(H17.3.4 開催) 

 

 

 

 

第 4 回 

(H17.10.17 開催) 

 

 

 

 

第 5回 

(H18.2.20 開催) 

 

                                     

平成 17 年度 

 

吉野川におけるシナダレスズメガヤ分布の現状と問題点等について

■ 検討項目とフロー 

■ 吉野川におけるシナダレスズメガヤの分布状況 

■ シナダレスズメガヤの生態的特長 

■ 吉野川におけるシナダレスズメガヤの生育場の条件 

■ 現状の問題点と課題への対応 

■ シナダレスズメガヤ対応案         等 

試験施工の検討 

■ 対応案の確定 

■ 試験施工場所の選定 

■ モニタリング調査計画の策定        等 

モニタリング結果及び対策案について 

■ モニタリング結果について 

■ 対策案と課題の整理 

■ 今後のモニタリングについて        等 

シナダレスズメガヤ対策に向けた基本方針について 

■ 吉野川におけるシナダレスズメガヤの分布状況 

■ 吉野川におけるシナダレスズメガヤ対策の 

今後の検討の流れ

■ ヤナギ試験伐採・モニタリング計画について(中間報告) 

■ シナダレスズメガヤ対策における基本方針（案） 

 等 

吉野川シナダレスズメガヤ対策（案）について 

■ シナダレスズメガヤ定着特性に関する調査結果について 

■ ヤナギ伐採試験・モニタリング結果について 

■ 吉野川シナダレスズメガヤ対策（案）について 

  等 

平成 15 年度 

平成 16 年度 




